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平成３０年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制 

 NPO法人プラス・エデュケートとの委託契約を締結し、教育委員会・学校・プラス・エデュケートが連携して

事業の円滑な運営を行った。必要に応じて、連絡協議会を実施し、毎月の報告については、プラス・エデュ

ケートから教育委員会に翌月１０日までに行った。入室については、まず教育委員会で取りまとめ、プラス・

エデュケートと協議し、開始時期とそれに伴う書類提出、保護者への確認を教育委員会と学校が主体となり

行った。卒室のタイミングも、月ごとの報告書を基に、学校担当者と協議し、決定した。 

２．具体の取組内容   

 ＮＰＯ法人プラス・エデュケートに委託をし、プレクラスとして日本語初期指導教室を開設した。市内小中学校６校から２９名の

児童生徒が通級し、日本語指導を受けた。出身国は、ブラジル、中国、ベトナム、ボリビア、モンゴルなどであった。今年は、入

室がバラバラで、まとまって６か月の指導をした子どもは中学生１人だけで、他はほぼ３か月、あるいは２００時間程度で卒室と

いうケースもあった。指導は基本的な学校生活に必要な日本語の初期指導から始め、語彙の獲得・聴解・会話練習そして、

ひらがな・カタカナ・漢字・読解・作文などの指導にも力を入れ、卒室までにほぼ全員に対し、ＤＬＡを行った。また１か月ごとの

指導計画表も、教育委員会と各在籍学校で共有し、指導の状況が分かるようにした。夏休み冬休みには、学習した日本語を

忘れないよう、宿題も出して指導した。発達障害が疑われる子どもも数名いたが、学校としても「言葉の問題」なのか「発達の問

題」なのかがわからず保護者との連携が取れないということもあったが、初期指導を受けることで、双方の理解が進んだ面があ

った。 

 また、１月からは、プレスクールとして就学前児童への日本語指導を行った。１５名の児童に対して、該当する園に日本語指

導者を派遣し、指導を行った。初期指導の１か月ごとの出席状況等の報告をプラス・エデュケートから教育委員会に、その後

各学校へと伝えた。 

３．成果と課題     

 本事業を実施することで、当市において、不登校や不就学の可能性のある外国人の子どもを学校に行かせることができた

だけでなく、初期指導教室に通った子どもたちはＤＬＡを使った評価も行い、指導計画に基づいた指導ができた。他市からの

転入生のほとんどが、入室前の日本語力より飛躍的に力がついており、当市の日本語指導の取り組みが非常に効率的であ

ると自負している。日本語指導の内容については、プラス・エデュケートが作成したオリジナル教材を用いて指導を実施し、子

どもの意欲を駆り立てるものを使うことで、発話が増え、教室での活動が活発になった。同時に読解力を高めるために読み聞

かせや作文に取り組ませるなど工夫を凝らしたカリキュラムを行うことで、総合的に日本語力を身につけることができた。 しかし

ながら、指導者の確保や支援できる人数にも限度があること、そして保護者の都合により送迎ができない場合は、通わせること

ができないため、指導の差が生まれてしまうという課題もある。 

４．その他（今後の取組等） 

 

今後も継続的に実施するとともに、プラス・エデュケートとの連携を深め、ＤＬＡの実施と指導計画の作成を進めていきたい。ま

た、学校にいる日本語担当者との連携も深め、指導力の向上に努めていきたい。 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない。） 


